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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第97期

第３四半期
連結累計期間

第98期
第３四半期
連結累計期間

第97期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 32,565 32,643 45,975

経常利益 (百万円) 2,790 2,345 4,154

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,131 1,142 1,020

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,345 1,357 1,534

純資産額 (百万円) 39,113 35,650 39,301

総資産額 (百万円) 61,593 56,648 63,051

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 30.23 31.36 27.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 27.79 28.70 25.05

自己資本比率 (％) 40.5 42.8 39.7

　

回次
第97期

第３四半期
連結会計期間

第98期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.34 6.82

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  第97期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成23年12月28日開催の取締役会において、シンガポール証券取引所上場のシンガポール企業

SMB United Limited（本社：シンガポール、以下「SMB社」）の全普通株式を対象とした公開買付け(以下

「本公開買付け」)を実施することを決定いたしました。

　その後、本公開買付けを平成24年１月16日から実施してまいりましたが、平成24年２月６日付で当社所有

に係るSMB社の議決権数が議決権総数の53.54%に達したため、SMB社が当社の子会社に該当することとなり

ました。

  詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおりであ

ります。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、持ち直しかけていた景気が3月11日に発生した東日

本大震災の影響により減速し、厳しい状況にありました。回復に向けた動きは徐々にみられるものの、電

力供給の制約や原子力災害、円高やデフレ、海外景気の下振れ等リスク要因は多く、先行きが懸念されて

おります。

　当社グループの経営環境は、計測制御機器事業では、主力取引先である電力会社が震災の影響を大きく

受けております。直接被災した電力会社以外も原子力発電所の再稼働問題を抱える等、混沌とした状況が

続いております。電力会社向け製品の受注環境への影響が懸念される中、メーカー間の競合による製品価

格の低下等厳しい状況が継続しております。一方、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置事業

におきましては、主要顧客が属するデジタル家電業界において新規の投資が抑制される状況が続いてお

ります。

　この様な経営環境のもと、当社グループは販売促進活動ならびに原価低減活動を推進するなど売上の拡

大と経営効率化に取り組み、全社をあげて業績の向上に努めてまいりました。

　連結売上高につきましては、ＦＰＤ関連装置事業で減少しましたが、計測制御機器事業において、震災の

影響による復興需要等により増加し、前年同四半期比０．２％増の３２６億４千３百万円となりました。

　利益面につきましては、ＦＰＤ関連装置事業において、売上高の低迷により前年同四半期の水準を大幅

に下回りました。この結果、営業利益は前年同四半期比１５．６％減の２１億２千５百万円、経常利益は

前年同四半期比１５．９％減の２３億４千５百万円となりました。四半期純利益は、有価証券の評価損を

特別損失として計上しましたが、税制改正に伴う繰延税金負債の取り崩しによる法人税等調整額の減少

等により前年同四半期比１．０％増の１１億４千２百万円となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

① 計測制御機器事業

当事業は、厳しい事業環境ではありましたが、売上が拡大している電力会社向けの新型電子式電

力量計の他に、震災の影響による仮設住宅等の復興需要、節電のための設備変更等に対応する形で

従来型の電力量計および電流制限器の売上高が増加しました。また、配電盤等の盤製品の売上高も

市販向けを中心に増加しました。この結果、売上高は前年同四半期比６．５％増の３０８億５千万

円、営業利益は前年同四半期比１．７％増の２０億６千５百万円となりました。

　

② ＦＰＤ関連装置事業

当事業は、半導体関連装置他で売上高が増加しましたが、ＦＰＤ関連装置で引き続き設備投資抑

制の影響を受け売上高が減少しました。この結果、売上高は前年同四半期比５３．３％減の１５億

５千２百万円、営業利益については前年同四半期比４億７百万円減の８千１百万円の営業損失と

なりました。

　

③ 不動産事業

当事業の売上高は前年同四半期比４．０％減の３億４千７百万円、営業利益は前年同四半期比

２．１％減の１億４千１百万円となりました。

　

なお、セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高１億６百万円を含めて表示し

ております。また、上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が６億８千８百万円、たな卸資産が１９億９千

５百万円それぞれ増加しましたが、預け金が５５億８千６百万円、受取手形及び売掛金が２７億２千２百

万円それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度末と比較して６４億２百万円減少し、５６６億４千

８百万円となりました。

　負債は、支払手形及び買掛金が５億４百万円、未払法人税等が７億５千８百万円、賞与引当金が６億１千

３百万円、繰延税金負債が２億９千４百万円それぞれ減少したこと等により、前連結会計年度末と比較し

て２７億５千１百万円減少し、２０９億９千８百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加７億４百万円、自己株式の増加１３億４千３百万円、少数株主持分の減少２

９億１千６百万円等により、前連結会計年度末と比較して３６億５千万円減少し、３５６億５千万円とな

りました。

　なお、自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して３．１ポイント増加し、４２．８％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更、及び新たに

生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、１２億９千万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,550,68438,550,684
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 38,550,68438,550,684― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

  平成23年12月31日 ─ 38,550 ─ 4,686 ─ 4,768

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式2,899,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 280,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,051,000
35,051 ―

単元未満株式 普通株式 320,684 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 38,550,684― ―

総株主の議決権 ― 35,051 ―

(注)　当第3四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大崎電気工業株式会社

東京都品川区東五反田
２丁目10番２号

2,899,000― 2,899,0007.51

(相互保有株式)
株式会社キューキ

福岡県福岡市南区清水
４丁目19－18

280,000― 280,000 0.72

計 ― 3,179,000― 3,179,0008.24

(注)　株式会社キューキは、平成24年１月１日に九州計装エンジニアリング株式会社と合併し、商号を九電テクノシステ

ムズ株式会社に変更しました。また、この合併により、同社所有の当社株式は会社法第308条第１項の相互保有株

式ではなくなりました。

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、監査法人原会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,912 6,600

預け金 7,285 1,698

受取手形及び売掛金 11,490 ※1
 8,768

商品及び製品 1,911 2,633

仕掛品 2,190 3,156

原材料及び貯蔵品 2,115 2,423

その他 1,981 2,647

貸倒引当金 △54 △95

流動資産合計 32,833 27,832

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,823 6,801

土地 12,236 12,246

その他（純額） 3,202 3,393

有形固定資産合計 22,261 22,440

無形固定資産 534 477

投資その他の資産

投資有価証券 3,300 2,979

その他 4,128 2,927

貸倒引当金 △7 △8

投資その他の資産合計 7,422 5,898

固定資産合計 30,218 28,816

資産合計 63,051 56,648
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,181 ※1
 4,676

短期借入金 1,784 1,555

1年内償還予定の社債 4,500 4,500

未払法人税等 823 65

賞与引当金 1,267 654

役員賞与引当金 15 －

製品保証引当金 26 14

その他 2,671 2,797

流動負債合計 16,270 14,263

固定負債

長期借入金 505 370

退職給付引当金 1,193 1,285

役員退職慰労引当金 226 193

負ののれん 936 819

繰延税金負債 2,409 2,114

その他 2,208 1,951

固定負債合計 7,479 6,734

負債合計 23,749 20,998

純資産の部

株主資本

資本金 4,686 4,686

資本剰余金 4,770 4,775

利益剰余金 16,685 17,389

自己株式 △505 △1,848

株主資本合計 25,637 25,003

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △117 △256

為替換算調整勘定 △487 △502

その他の包括利益累計額合計 △605 △759

新株予約権 138 191

少数株主持分 14,131 11,214

純資産合計 39,301 35,650

負債純資産合計 63,051 56,648

EDINET提出書類

大崎電気工業株式会社(E01752)

四半期報告書

10/21



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 32,565 32,643

売上原価 23,253 23,477

売上総利益 9,311 9,165

販売費及び一般管理費 6,792 7,040

営業利益 2,518 2,125

営業外収益

受取利息 22 21

受取配当金 97 121

負ののれん償却額 117 117

その他 117 71

営業外収益合計 354 331

営業外費用

支払利息 38 30

為替差損 19 14

コミットメントフィー 10 39

その他 14 25

営業外費用合計 82 110

経常利益 2,790 2,345

特別利益

会員権売却益 0 38

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 1 38

特別損失

固定資産売却損 － 18

固定資産除却損 23 59

投資有価証券評価損 － 356

会員権評価損 3 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 154 －

特別損失合計 181 438

税金等調整前四半期純利益 2,609 1,946

法人税、住民税及び事業税 685 359

法人税等調整額 286 69

法人税等合計 971 428

少数株主損益調整前四半期純利益 1,638 1,517

少数株主利益 507 374

四半期純利益 1,131 1,142
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,638 1,517

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △275 △141

為替換算調整勘定 △17 △17

その他の包括利益合計 △292 △159

四半期包括利益 1,345 1,357

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 842 988

少数株主に係る四半期包括利益 503 369
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1)第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

(2)平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法

人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効

税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年３月31日まで 40.7%

平成24年４月１日から平成27年３月31日 38.0%

平成27年４月１日以降 35.6%

この税率の変更により繰延税金負債の純額が219百万円減少し、当第３四半期連結累計期間に費用計上された法

人税等調整額の金額が237百万円減少しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 － 66百万円

支払手形 － 25

　 　 　

２　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

APPLIED METERS A.S.100百万円 APPLIED METERS A.S.56百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　注記すべき事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償却

額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 1,444百万円 1,496百万円

負ののれんの償却額 △117 △117
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 224 6.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月８日
取締役会

普通株式 224 6.00平成22年９月30日 平成22年12月７日 利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３　株主資本の著しい変動に関する事項

注記すべき事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 224 6.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月１日
取締役会

普通株式 213 6.00平成23年９月30日 平成23年12月６日 利益剰余金

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成23年８月17日開催の取締役会決議に基づき、８月18日に自己株式の取得を行いました。こ

の取得などにより、自己株式は当第３四半期連結累計期間において1,343百万円増加し、当第３四半期連

結会計期間末では1,848百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額計測制御

機器事業
FPD関連
装置事業

不動産
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 28,963 3,323 227 32,565 ― 32,565

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

16 ― 83 100 △100 ―

計 28,980 3,323 361 32,665 △100 32,565

セグメント利益(営業利益) 2,029 326 144 2,500 18 2,518

（注）セグメント利益の調整額は、貸倒引当金繰入額の調整額であります。

  

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額計測制御

機器事業
FPD関連
装置事業

不動産
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 30,829 1,552 261 32,643 ― 32,643

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

20 ― 85 106 △106 ―

計 30,850 1,552 347 32,750 △106 32,643

セグメント利益又は損失（△）
(営業利益又は営業損失(△))

2,065 △81 141 2,125 ― 2,125

  

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

注記すべき事項はありません。

　

(有価証券関係)

注記すべき事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

注記すべき事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 30円23銭 31円36銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 1,131 1,142

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,131 1,142

    普通株式の期中平均株式数(千株) 37,422 36,439

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円79銭 28円70銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(千株) 3,295 3,380
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　

シンガポール企業SMB United Limited の子会社化について

　

当社は、平成23年12月28日開催の取締役会において、シンガポール証券取引所上場のシンガポール企業

SMB United Limited（本社：シンガポール、以下「SMB社」）の全普通株式を対象とした公開買付け(以下

「本公開買付け」)を実施することを決定いたしました。

　その後、本公開買付けを平成24年１月16日から実施してまいりましたが、平成24年２月６日付で当社所有

に係るSMB社の議決権数が261,900,946個となり、議決権総数に対する割合が53.54%に達したため、SMB社が

当社の子会社に該当することとなりました。

(1)子会社化の目的

SMB社は、メーター（電力量計）事業、スイッチギア（配電盤）事業等を営んでおり、主力のメーター事

業、スイッチギア事業は当社の事業領域と共通するものとなっております。メーター事業におきましては、

オーストラリア、ニュージーランド、欧州を中心に販売しており、当社のアジア、欧州マーケットでの展開を

加速化できると考えております。

　当社グループにSMB社を加えることにより、これまで比率の低かったグローバル市場向けのメーター事業

の拡大が期待でき、グループの事業基盤は一層強固なものになると考えております。

(2)SMB社の概要

①名称　SMB United Limited

②住所　Registered Office 9 Senoko Drive, Singapore 758197

③代表者の氏名　Lee Phuan Weng

④資本金　77,526千シンガポールドル

⑤事業の内容　メーター事業、スイッチギア事業等

(3)発行済株式総数(平成23年12月31日現在)

489,151,999株

(4)当社所有株式数

公開買付前所有株式数　　　　　　―株(所有割合   ―%)

公開買付後所有株式数　 261,900,946株(所有割合53.54%)(平成24年２月６日現在)

(5)買付け価格

1株につき0.4シンガポールドル

(6)買付けに要する資金(全普通株式を取得した場合に要する予定資金)の調達方法等

買付けに要する資金の約205百万シンガポールドル(約127億円)は概ね金融機関からの借入により調

達いたします。借入先、借入条件等は以下のとおりであります。

①借入先　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行

②借入利率　主としてTibor+0.4%

③借入実施期間　平成24年１月16日から平成24年６月29日

④返済期限　平成24年12月28日(一括返済の予定)

⑤担保提供資産または保証の内容　該当事項はありません。
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２ 【その他】

第98期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当について、平成23年11月１日開催の取締

役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

①  配当金の総額                             　　 213百万円

②  １株当たりの金額                          　　  6円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月８日

大崎電気工業株式会社

取締役会  御中

　

監査法人　原　会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 　松　　木　　良　　幸　　印

　
業務執行社員 　 公認会計士 　六　本　木　　浩　嗣　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大崎
電気工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成
23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社はSMB United Limited社株式を公開買付けにより取得し子
会社とした。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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